
　

第23期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

ジャパンマテリアル株式会社

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.j-material.jp/）に掲載することにより株主の
皆様に提供しております。
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連結注記表
Ⅰ 継続企業の前提に関する注記
　該当事項はありません。
　

Ⅱ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　１．連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称
株式会社東和商工
株式会社ＪＭテック
株式会社クスノキケミコ
株式会社ＪＭエンジニアリングサービス
株式会社ＰＥＫ
株式会社シーセット
茂泰利科技股份有限公司
ALDON TECHNOLOGIES SERVICES PTE LTD
ADCT TECHNOLOGIES PTE LTD

②非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
　株式会社バック・ステージ
連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に対する影響が軽微であるため、連結の範囲から除外
しております。

　２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
株式会社バック・ステージ

　持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、以下の会社を除き、決算日は３月31日です。

茂泰利科技股份有限公司
ALDON TECHNOLOGIES SERVICES PTE LTD
ADCT TECHNOLOGIES PTE LTD

　上記の会社の決算日は12月31日であり、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。
　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの……連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）……時価法
　 ③ たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品及び製品……先入先出法及び総平均法
原材料
主要材料……主に総平均法
補助材料……最終仕入原価法
仕掛品……主に個別法
貯蔵品……最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）

　主に定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。
建物及び構築物 ３～42年
機械装置及び運搬具 ２～17年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場
販売目的のソフトウェアについては主に見込有効期間（３年以内）に基づく定額法を採用しておりま
す。
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　 ③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、在外連結子会社については、国際財務報告基準に基づき財務諸表を作成しておりますが、

（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より国際財務報告基準第16号「リース」(以下
「IFRS第16号」という。)を適用しております。IFRS第16号により、リースの借手については、原則
としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上しており、資産計上された使用権資産
の減価償却方法は定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており
ます。

　 ③ 工事損失引当金
　受注工事に係る損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることの
出来る工事について、その見積額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含
めております。

　 ② 重要なヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しております。
・ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
　為替予約 　外貨建予定取引

　外貨建金銭債権及び金銭債務
・ヘッジ方針
　外貨建取引に係るヘッジ取引は、社内管理規程に基づき、通常の取引の範囲内において、将来の為
替相場に係る変動リスクの回避（キャッシュ・フローの固定）を行っております。
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・ヘッジの有効性評価の方法
　外貨建取引に係るヘッジ取引は、外貨建金銭債権債務等に同一通貨建による同一金額内で同一期日
の為替予約を振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されておりま
すので、有効性の評価を省略しております。
　外貨建予定取引については、過去の取引実績及び予算等を総合的に勘案し、取引の実行可能性が極
めて高いことを事前テストで確認しております。

　 ③ 退職給付に係る会計処理の方法
　イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

　ロ 小規模企業等における簡便法の採用
当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　ハ 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお
ります。

　 ④ 重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 ⑤ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって、均等償却を行うこととしておりま
す。

　 ⑥ 消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

Ⅲ 会計方針の変更
国際財務報告基準を適用している一部の在外連結子会社は、当連結会計年度より、国際財務報告基準第16
号「リース」(以下「IFRS第16号」という。)を適用しております。これにより、リースの借手は、原則とし
てすべてのリースを連結貸借対照表に資産及び負債として計上することとしました。IFRS第16号の適用にあ
たっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を
採用しております。
なお、当該会計基準の適用が連結計算書類に与える影響は軽微であります。
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Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記
　１．有形固定資産及び投資不動産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産 3,012,422千円
　建物及び構築物 1,001,890千円
　機械装置及び運搬具 1,176,686千円
　工具、器具及び備品 786,576千円
　リース資産 47,268千円
投資その他の資産
　その他（投資不動産） 10,720千円

　２．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。
投資有価証券（株式） 10,000千円
　

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
　１．発行済株式に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 105,149,520 － － 105,149,520
　

　２．自己株式に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式（株） 2,528,574 － － 2,528,574
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　３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

第22回定時株主総会
2019年６月26日 普通株式 1,334,072 13.00 2019年３月31日 2019年６月27日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　次のとおり決議を予定しております。

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資１株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

第23回定時株主総会
2020年６月24日 普通株式 1,436,693 利益剰余金 14.00 2020年３月31日 2020年６月25日
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Ⅵ 金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、元本保証を前提とした定期預金またはそれに準ずる金融商品を
基本とし、また、資金調達については銀行借入等による方針を採用しております。デリバティブ取引は、
将来の為替変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針を採用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、リース債権及びリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されて
おります。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建の営業債権は、為替の変動
リスクに晒されておりますが、安定的な利益の確保のため、先物為替予約を利用してヘッジしておりま
す。投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。差入保証金は、差入先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、全てが１年以内の支払期日です。また、その一部には原材料等
の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨建の営業債権と同様に
先物為替予約を利用してヘッジしております。借入金は、主に運転資金に係る銀行借入であります。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした
先物為替予約取引等です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有
効性の評価方法等については、前述の「Ⅱ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等」に記載されている「4.（4）「② 重要なヘッジ会計の方法」」をご覧下さい。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
　 ① 信用リスク（得意先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権の残高について得意先ごとの与信限度額を超えてい
ないかを定期的にモニタリングするとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図
っております。

　 ② 市場リスク（為替の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し
て、予定取引の範囲内で先物為替予約を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が
決裁担当者の承認を得て行っております。なお、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを
軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　 ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき、資金担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するこ
とで流動性リスクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

（5） 信用リスクの集中
　当期の連結決算日現在における営業債権のうち52.7％が特定の大口顧客に対するものであります。

　２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）2を
参照）。

　

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 6,004,956 6,004,956 －
（2）受取手形及び売掛金 11,990,961 11,990,961 －
（3）リース債権及びリース投資資産（※） 5,226,034 5,178,267 △47,767
（4）投資有価証券 129,068 129,068 －
（5）差入保証金 523,489 524,131 642
資産計 23,874,511 23,827,386 △47,125

（1）支払手形及び買掛金 2,985,537 2,985,537 －
（2）短期借入金 72,744 72,744 －
負債計 3,058,282 3,058,282 －

　

（※） １年以内に期限が到来する分を含めております。
　
（注）1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（3）リース債権及びリース投資資産
　これらは一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信
用リスク等を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（4）投資有価証券
　時価については、取引所等の価格によっております。

（5）差入保証金
　将来キャッシュ・フローの残存期間に対応する国債利回り等を勘案して決定しております。

負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（注）2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額

（千円）
非上場株式（その他有価証券） （※1） 13,150

非上場株式（非連結子会社株式） （※1） 10,000

差入保証金 （※2） 79,932
　
（※1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「（4）投資有価証券」には含めておりません。
（※2）差入保証金については、償還期日が確定していないものであり、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、「（5）差入保証金」には含めておりません。
　

Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記
　当該事項は、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　
Ⅷ １株当たり情報に関する注記
１. １株当たり純資産額 264円15銭
２. １株当たり当期純利益 54円54銭

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
Ⅰ 継続企業の前提に関する注記
　該当事項はありません。

Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……移動平均法による原価法

　２．デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法……時価法
　３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品及び製品……先入先出法及び総平均法
原材料
主要材料……主に総平均法
補助材料……最終仕入原価法
仕掛品……個別法
貯蔵品……最終仕入原価法

　４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～38年
機械及び装置 ２～17年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用
しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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　５．重要な引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

（4）工事損失引当金
　受注工事に係る損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることの出
来る工事について、その見積額を計上しております。

　６．重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しております。
　なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
　為替予約 　外貨建予定取引

　外貨建金銭債権及び金銭債務
（3）ヘッジ方針
　外貨建取引に係るヘッジ取引は、社内管理規程に基づき、通常の取引の範囲内において、将来の為替相
場に係る変動リスクの回避（キャッシュ・フローの固定）を行っております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　外貨建取引に係るヘッジ取引は、外貨建金銭債権債務等に同一通貨建による同一金額内で同一期日の為
替予約を振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されておりますので、
有効性の評価を省略しております。
　外貨建予定取引については、過去の取引実績及び予算等を総合的に勘案し、取引の実行可能性が極めて
高いことを事前テストで確認しております。

　７．重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　８．消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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Ⅲ 貸借対照表に関する注記
　１．有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

有形固定資産 2,003,442千円
　建物 458,386千円
　構築物 119,347千円
　機械及び装置 655,925千円
　車両運搬具 35,506千円
　工具、器具及び備品 708,326千円
　リース資産 25,950千円
投資その他の資産
　投資不動産 10,720千円

　２．保証債務
　 他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

ALDON TECHNOLOGIES SERVICES PTE LTD 61,980千円
　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権 237,103千円
　短期金銭債務 534,757千円
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Ⅳ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高 1,567,710千円
営業取引以外の取引高 1,147,684千円

　
Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類および株式数に関する事項
　

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式（株） 2,528,574 － － 2,528,574

Ⅵ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 41,549千円
未払費用 8,564千円
貸倒引当金 77千円
たな卸資産評価損 14,992千円
未払事業税 50,469千円
退職給付引当金 62,407千円
その他 29,875千円
繰延税金資産小計 207,936千円
評価性引当額 △17,717千円
繰延税金資産合計 190,219千円

（繰延税金負債）
特別償却準備金 51,797千円
その他 1,052千円
繰延税金負債合計 52,850千円
繰延税金資産（負債）の純額 137,369千円

　

2020年05月27日 08時25分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 15 ―

Ⅶ 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

　

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 茂泰利科技股份有限公司 100.0 役員の兼務、当社
部材・商品の販売

部材・商品の販売
（注1） 1,159,731 売掛金 64,615

子会社 株式会社ＪＭエンジニアリ
ングサービス 100.0

役員の兼務、サー
ビスの提供、資金
の借入、資金の貸
付

サービスの提供
（注1） 188,171 売掛金 20,050

資金の貸付
（注2） 200,000 短期

貸付金 -

資金の回収
（注2） 200,000

利息の受取
（注2） 119 未収入金 -

資金の返済
（注2） 300,000 短期

借入金 -

利息の支払
（注2） 238 未払費用 -

子会社 株式会社東和商工 100.0 役員の兼務、資金
の借入

資金の借入
（注2） 400,000 短期

借入金 -

資金の返済
（注2） 600,000

利息の支払
（注2） 579 未払費用 -

子会社 株式会社ＰＥＫ（注3） 100.0 役員の兼務、資金
の借入

資金の借入
（注2） 200,000 短期

借入金 -

資金の返済
（注2） 300,000

利息の支払
（注2） 289 未払費用 -

子会社 子会社 ７社 100.0 役員の兼務、経営
管理

経営管理料の受取
（注4） 1,009,005 未収入金 110,746

　

（注）1. 販売取引については、一般的な取引条件を考慮し決定しております。
2. 貸付金・借入金の金利については、市場金利を参考にした利率としております。
3． 株式会社ＰＥＫは株式会社東和商工を通じての間接所有であります。
4． 経営管理料については、グループ会社の経営管理に係る費用を勘案して決定しております。

　
Ⅷ １株当たり情報に関する注記
　１. １株当たり純資産額 240円10銭
　２. １株当たり当期純利益 46円02銭

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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